
入　札　説　明　書

沖縄都市モノレール株式会社一般競争入札広告沖モ第５号（令和2年8月25日）の「沖縄都市モノレール新車両基地詳細設計業務」に係る入札等については、関係法令、条例、規則及び要領に定めるもののほか、この入札参加説明書によるものとする。

１　業務概要
(1) 業務名　沖縄都市モノレール新車両基地詳細設計業務委託
(2) 履行場所　那覇市安次嶺地内
(3) 業務内容　
ア　モノレール線形詳細設計　一式
イ　連絡線及び関連構造物詳細設計　一式
ウ　新車両基地内構造物　一式
エ　連絡通路（横断歩道橋）　一式
オ　現基地内構造物設計　一式
(4) 履行期間　契約締結日の翌日から令和3年12月20日まで
(5) 成果品
別添特記仕様書のとおり
(6) 業務の実施形態
ア　再委託の禁止
　主たる部分の再委託は認めない。 
イ　主たる部分
　本業務における「主たる部分」は沖縄県土木設計業務等共通仕様書第1128条第１項に示すとおりとする。

２　入札参加者を指名するための基準等
(1) 指名者の数
　次項に示す評価値基準の評価値から、原則として上位8者を指名する。なお、予定管理技術者が、業務実績、業務成績、表彰の評価対象期間に、産前休業、産後休業、育児休業、介護休業を取得していた場合は、その取得期間と同等の期間を評価対象期間の以前に加えることができる。
(2) 指名するための基準
	評価
項目
	評価の着目点

	

評価のｳｪｰﾄ

	
	判断基準
	

	参加表明者（企業）の経
験及び能
力













	資格要件





	技術部門登録







	（別記様式－２）
　下記の順位で評価する。
1 建設コンサルタント登録（「鋼構造及びコンクリート」かつ「鉄道」）及び、沖縄県の令和元年・2年度測量及び建設コンサルタント等業務入札参加資格者名簿の土木関係コンサルタント業種の（「鋼構造及びコンクリート」かつ「鉄道」）登録有り。
2 沖縄県の令和元年・2年度測量及び建設コンサルタント等業務入札参加資格者名簿の土木関係コンサルタント業種の（「鋼構造及びコンクリート」かつ「鉄道」）登録有り。
3 上記に該当しない場合は指名しない。
	
①5
②3
③指名しない






	
	専門技術力

	成果の確実性
（業務実績）


	（別記様式－２）（別記様式－２の２）
　過去15年間の同種業務（日本国内の跨座型モノレールにおける上部工の詳細設計）の実績を下記の順位で評価する。
1 平成17年度以降広告日までに同種業務の実績がある。
2 上記に該当しない場合は指名しない。
　記載する業務は1件とし、図面、写真等を引用する場合も含め、1件につき1枚以内に記載する。2件以上提出した場合は、②の評価とする。
	
①6
②指名しない




	
	情報収集力
	地域貢献度（災害協定）
	（別記様式５－５）
下記の順位で評価する。
1 那覇市又は浦添市にて災害協定等に基づく活動実績あり。
2 沖縄県内で災害協定等に基づく活動実績あり。
3 実績なし。
	

①2
②1
③0

	
	
	地域貢献度（ボランティア活動）
	（別記様式５－６）
下記の順位で評価する。
1 県内でのボランティア活動の実績あり。
2 実績なし。

	

①2
②0


	
	専門技術力








	
業務執行技術力・業務成績









	（別記様式－３）
　国土交通省及び内閣府沖縄総合事務局開発建設部、並びに沖縄県土木建築部発注業務で、平成28年度から令和元年度までに完了した「鋼構造及びコンクリート」又は「鉄道」の設計業務の評定点を5件提出し、その平均点によって評価する。
1 80点以上
2 75点以上80点未満
3 70点以上75点未満
4 65点以上70点未満
5 65点未満
　なお、業務実績の不足等により5件提出できない場合は1件につき1ランク下げて評価する。また、業務実績がない場合は加点しない。
　例：4件提出し平均点が78点　②→③
　　　3件提出し平均点が78点　②→④
	
配点：35

1 100％35
2  80％28
3  60％21
4  40％14
5  20％ 7

	

予定
管
理
技
術者の
経験及び能力
	資格
要
件



	技術者資格等





	（別記様式－６）
　技術者資格を下記の順位で評価する。 
①技術士（総合技術監理部門：「建設-鋼構造及びコンクリート」又は「建設-鉄道」）
②技術士（建設部門：「鋼構造及びコンクリート」又は「鉄道」）
③ＲＣＣＭ（「鋼構造及びコンクリート」又は「鉄道」）
④上記に該当しない場合は指名しない。
	
①5
②3
③1
④指名しない


	
	専門技術力

	業務執行技術力
（業務実績）

	（別記様式－６の２）（別記様式－６の３）
　過去15年間の同種業務（日本国内の跨座型モノレールにおける上部工の詳細設計）の実績を下記の順位で評価する。
1 平成17年度以降広告日までに同種業務の実績がある。
2 上記に該当しない場合は評価しない。
　記載する業務は1件とし、図面、写真等を引用する場合も含め、1件につき1枚以内に記載する。2件以上提出した場合は、②の評価とする。
	
①7
②0




	
	若手技術者
	（別記様式－６）
　下記の通り評価する。
1 40歳以下の管理技術者を配置（公告日を基準）。
2 上記に該当しない場合は評価しない。
	
①3
②0


	
	
専門技
術
力

	業務執行技術力・業務成績

	（別記様式－７）
　国土交通省及び内閣府沖縄総合事務局開発建設部、並びに沖縄県土木建築部発注業務で、平成28年度から令和元年度までに完了した「鋼構造及びコンクリート」又は「鉄道」の設計業務の評定点を5件提出し、その平均点によって評価する。
1 80点以上
2 75点以上80点未満
3 70点以上75点未満
4 65点以上70点未満
5 65点未満
　なお、業務実績の不足等により5件提出できない場合は1件につき1ランク下げて評価する。また、業務実績がない場合は加点しない。
　例：4件提出し平均点が78点　②→③
　　　3件提出し平均点が78点　②→④
※実績として申請する業務の評定点は、配置予定技術者が携わった技術者（管理、担当技術者）の総合評定点とする（業務の総合評定点ではない）。
	
配点：35

1 100％35
2  80％28
3  60％21
4  40％14
5  20％ 7


	
	手持ち業務の金額及び件数
	（別記様式－６）
　公告日時点において、下記の項目に該当する場合は選定しない（未契約のものを含む）
・手持ち業務量の契約金額が４億円以上、又は手持ち業務件数が10件以上。ただし、契約金額が1,000万円を超える業務で、管理技術者が低入札調査基準価格以下で契約した業務を担当している場合は、手持ち業務の契約金額が２億円以上、又は手持ち業務の件数が５件以上とする。
	

	業務実施体制の妥当性
	（別記様式－４）
　下記の項目に該当する場合は指名しない。
・業務の分担構成が不明確又は不自然な場合。
・設計共同体による場合に、業務の分担構成が細分化され過ぎている場合、一の分担業務を複数の構成員が実施することとしている場合。
・業務の主たる部分が再委託予定となっている。
	

	合計
	満点の点数
	100



３　技術提案書の特定に関する事項
(1) 技術力等の評価基準
本業務の技術力等に関する評価項目、評価基準及び得点配分は次のとおりとする。なお、予定管理技術者が、業務実績、業務成績、表彰の評価対象期間に、産前休業、産後休業、育児休業、介護休業を取得していた場合は、その取得期間と同等の期間を評価対象期間の以前に加えることができる。
　　ア　予定技術者の経験及び能力
	評価
項目
	評価の着目点
	技術点

	
	
	
判断基準
	管　理
技術者
	担当※
技術者
	照　査
技術者
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	（別記様式－６）　技術者資格を下記の順位で評価する。 
①技術士（総合技術監理部門：「建設-鋼構造及びコンクリート」又は「建設-鉄道」）
②技術士（建設部門：「鋼構造及びコンクリート」又は「鉄道」）
③ＲＣＣＭ（「鋼構造及びコンクリート」又は「鉄道」）
④上記に該当しない。
	
①4
②3
③2
④0

	
①4
②3
③2
④0

	
①4
②3
③2
④0


	
	
	
	（別記様式－６の２）（別記様式－６の３）
　過去15年間の同種業務（日本国内の跨座型モノレールにおける上部工の詳細設計）の実績を下記の順位で評価する。
1 平成17年度以降広告日までに同種業務の実績がある。
2 上記に該当しない場合は評価しない。
　記載する業務は1件とし、図面、写真等を引用する場合も含め、1件につき1枚以内に記載する。2件以上提出した場合は、②の評価とする。
	
①4
②0

	
①4
②0

	
①3
②0


	
	若手技術者
	（別記様式－６）
　下記の通り評価する。
1 40歳以下の管理技術者を配置（公告日を基準）。
2 上記に該当しない場合は評価しない。
	
①2
②0
	－
	－

	
	
	
	（別記様式－７）
　国土交通省及び内閣府沖縄総合事務局開発建設部、並びに沖縄県土木建築部発注業務で、平成28年度から令和元年度までに完了した「鋼構造及びコンクリート」又は「鉄道」の設計業務の評定点を5件提出し、その平均点によって評価する。
1 80点以上
2 75点以上80点未満
3 70点以上75点未満
4 65点以上70点未満
5 65点未満
　なお、業務実績の不足等により5件提出できない場合は1件につき1ランク下げて評価する。また、業務実績がない場合は加点しない。
　例：4件提出し平均点が78点　②→③
　　　3件提出し平均点が78点　②→④
※実績として申請する業務の評定点は、配置予定技術者が携わった技術者（管理、担当技術者）の総合評定点とする（業務の総合評定点ではない）
	配点：
  15
1 
100％15
2  80％12
3  60％9
4  40％6
5  20％3

	配点：
  10
1 
100％10
2  80％8
3  60％6
4  40％4
5  20％2

	-

	[bookmark: _Hlk45788671]小計
	満点の点数
	25
	18
	7

	
	
	50


※担当技術者については、主たる業務を担当する者1名を評価する。

　　イ　実施方針
	評価項目

	評価の着目点
	技術点

	
	
	判断基準
	書面

	実施方針・
実施フロー・
工程表その他
（別記様式
－12）





	
業務理解度
	　目的、条件、内容の理解度が高い場合に優位に評価する。
	10

	
	
実施手順

	　業務実施手順を示す実施フローの妥当性が高い場合に優位に評価する。
	10

	
	
	　業務量の把握状況を示す工程計画の妥当性が高い場合に優位に評価する。
	10

	
	
その他

	　業務に関する知識、有益な代替案、重要事項の指摘がある場合に優位に評価する。
	10

	
	
	　地域の実情を把握した上で、業務の円滑な実施に関する提案があった場合には評価する。
	10

	小計
	50

	アからイの合計（満点）
	100



４　入札説明書に対する質問及び回答
　参加表明書等を提出しようとする者又は入札参加の指名を受けた者は、参加表明書又は技術提案書について、書面により質問をすることができる。ただし、提出資格が無いと判断する者からの質問は受け付けない。
(1) 問い合わせ先
ア　契約手続に関すること。
沖縄県那覇市安次嶺377-2
沖縄都市モノレール(株)総務課　担当：桃原
MAIL：toubaru@yui-rail.co.jp  TEL：098-859-2630
イ　上記(ｱ)以外に関すること。
沖縄県那覇市安次嶺377-2
沖縄都市モノレール(株)３両化推進室　担当：山城
MAIL：yamasiro_a@yui-rail.co.jp  TEL：098-859-2792
(2) 提出期間、提出方法及び場所
ア　期　　間　令和2年8月25日（火）から令和2年9月4日（金）まで
イ　受付時間　土曜日、日曜日、休日を除く、午前9時から午前12時、午後1時から午後5時まで
ウ　場    所　上記(1)ｱによる。
エ　提出方法  書面（様式自由）を持参又は郵送すること。
(3) 回答の方法
ア　期    間　令和2年8月25日（火）から令和2年9月8日（火）まで
　　　　　　  午前9時から午後5まで(休日を除く)
イ　場    所　当社ホームページに公開する

５　低入札価格調査制度要領に基づく調査の実施
落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められるとき、又はその者との契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認めるときは、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した者のうち、価格その他の条件が沖縄都市モノレール(株)にとって最も有利なものをもって入札した者を落札者とすることができる。なお、落札者となるべき者の入札価格が低入札調査基準価格を下回る場合は、低入札調査要領（沖縄県土木建築部）により調査を行うものとする。
(1) 低入札基準価格
ア　測量業務
低入札調査基準価格＝予定価格算出の基礎となった（直接測量費＋測量調査費＋諸経費×48％）
イ　建築関係の建設コンサルタント業務
低入札調査基準価格＝予定価格算出の基礎となった（直接人件費＋特別経費＋技術料経費×60％＋諸経費×60％）
ウ　土木関係の建設コンサルタント業務
低入札調査基準価格＝予定価格算出の基礎となった（直接人件費＋直接経費＋技術経費×90％＋諸経費×48％）
エ　地質調査業務
低入札調査基準価格＝予定価格算出の基礎となった（直接調査費＋間接調査費×90％＋解析等調査業務費×80％＋諸経費×48％）
オ　補償関係コンサルタント業務
低入札調査基準価格＝予定価格算出の基礎となった（直接人件費＋直接経費＋技術経費×90％＋諸経費×45％）
　ただし、地質調査業務以外に係る契約については、その割合が10分の８を超える場合にあっては10分の８と、10分の６に満たない場合にあっては10分の６とするものとする。

６ 　低入札調査基準価格を下回った価格をもってする契約について
　調査基準価格を下回る場合で契約がなされた業務については、次の(1)から(3)について実施するものとする。
(1) 配置予定技術者の制限又は品質証明等
　配置予定技術者の制限又は品質証明等について、次のアからウを実施するものとし、いずれを実施するか低入札価格調査の際に報告するものとする。
　なお、アを実施する場合は、本業務に配置する技術者として測量調査設計業務実績情報システム（ＴＥＣＲＩＳ）に登録すること。
ア　本業務の配置予定管理技術者と同等以上の評価値を得る者を担当技術者として配置すること。
イ　受注者が行う当該業務の照査に加え、第３者による照査を受注者の負担において実施すること。
照査を実施する第３者については以下の要件を満足する者で発注者の承認を得た者とする。
(ｱ) 公告文２(1)の要件を満たすこと。
(ｲ) 受注者と資本面・人事面で関係がない者で、かつ過去５年間に受注者と請負関係のない者（元請・下請、照査受注も含む）であること。
(ｳ) 第３者による照査を実施する技術者は、特記仕様書に示す照査技術者の資格要件を満たすものであること。
　なお、第３者による照査にかかる再委託については、土木設計業務等委託契約書第７条に定める主たる部分に該当しないものとする。
　また、成果物にかしがあった場合において、土木設計業務等委託契約書第40条に定める修補の請求及び損害の賠償については、発注者は受注者に対して行うものであり、第３者による照査を実施した者が責任を負うものではない。
ウ　当該業務の不備により、発注者に損害を与えた場合、受注者の責任において損害補填する旨を明記した「代表者の品質証明書」を提出する。
　なお、代表者とは本業務の契約書に記載される受注者の代表者とする。また、損害補填の期間は、本業務に関わる工事の完成までとする。
(2) 再委託
　特記仕様書で示す軽微な部分の再委託を除いた再委託額が業務委託料の３分の１以内とすることとし、低入札価格調査の際に確認するものとする。
(3) 打合せ
　業務実施上必要となる全ての打合せに管理技術者が出席するものとする。また、業務計画書に基づく業務の主要な区切り毎に主任調査員による履行確認を行うものとする。


